
    

 
 

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
15年 9月中間期

14年 9月中間期

15年 3月期 1,948,578 260,359 13.4 361.47
（注）期末発行済株式数（連結） 15年9月中間期  720,595,372株   14年9月中間期  719,581,884株   15年3月期  720,163,163株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 △ 4,619
14年 9月中間期 △ 5,491
15年 3月期 17,072

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  64　社    持分法適用非連結子会社数   －  社    持分法適用関連会社数　19　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  ５　社  （除外）   １  社    持分法（新規）  ２　社  （除外）   －  社

２. 16年 3月期の連結業績予想（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日） 
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）            26 円 37 銭        

※ 上記業績予想に関する事項は、添付資料の5ページを参照してください。

          14,152
           7,449

1,350,000

        82,198
       107,423

37,000

         △  7,043
         △ 29,917

19,000

         △ 35,018

　　　　　32,151

        81,812

1,829,195 306,691 16.8 425.61
1,984,265 269,370 13.6 374.34

平成 16年 3月期 中間決算短信 (連結)  平成 15年 11月 21日

上  場  会  社  名      株式会社  大 林 組     上場取引所  東 大 名 福 

コード番号  1802                                        本社所在都道府県  東京都 (本店 大阪府)

（ＵＲＬ http://www.obayashi.co.jp/）

代    表    者       代表取締役社長    向笠 愼二

問合せ先責任者       東京本社総務部長  増田 龍司     本店総務部長  浅井 宏幸

         TEL (03) 5769 - 1017     TEL (06) 6946 - 4578
中間決算取締役会開催日　　平成 15年 11月 21日
米国会計基準採用の有無                無

１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績  (注) 百万円未満の金額は、切り捨てて表示している。

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 542,323 9.7 3,385 － 5,060 －
14年 9月中間期 494,526 △ 6.3 △ 4,026 － △ 5,662 －
15年 3月期 1,341,003 28,491 29,908

  中間(当期)純利益

百万円 ％
15年 9月中間期 3,889 －
14年 9月中間期 △ 4,429 －
15年 3月期 3,124
(注)①持分法投資損益   15年9月中間期  541百万円  14年9月中間期   263百万円  15年3月期  448百万円
    ②期中平均株式数（連結）   15年9月中間期  720,275,951株  14年9月中間期  719,652,632株  15年3月期  720,509,784株
    ③会計処理の方法の変更 無
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

１ 株 当 た り
中間(当期)純利益

円　　銭

             △   6.16
                  4.27

                  5.40

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

円　　銭

－
－

－



         平成１５年１１月２１日

株式会社 大 林 組 

    （単位：億円）

中   間   実    績 通  期  見  通  し

    単     体    連     結     単     体    連     結
 ％ ％ ％ ％

 完 成 工 事 高 4,719    － 11,740    －

土　木   1,070    － 3,140    －
建　築   3,648    － 8,600    －

完成工事利益 7.5 354    － 7.8 910    －

土　木   11.9 127    － 11.5 360    －
建　築   6.2 227    － 6.4 550    －

 不動産等売上高 138    － 360    －

   不動産等売上利益 18.5 25    － 18.1 65    －

   総 売 上 高 4,858 5,423 12,100 13,500
   売上総利益 7.8 380 8.1 439 8.1 975 8.4 1,140

  一般管理費 7.2 348 7.5 405 5.6 680 5.9 800
      （人件費） (207) (239) (390) (460)
      （経  費） (141) (165) (290) (340)

   営 業 利 益 0.6 31 0.6 33 2.4 295 2.5 340

  営業外収益 52 56 90 90
  営業外費用 29 40 55 60
   （金融収支） (8) (1) (10) (△ 2)

   経 常 利 益 1.1 54 0.9 50 2.7 330 2.7 370

  特別利益 9 23 30 70
  特別損失 6 8 60 90

   税引前当期純利益 1.2 57 1.2 65 2.5 300 2.6 350 
   税 金 費 用 28 31 130 160 
   少数株主損益 －     4 －     0 

   当期純利益 0.6 29 0.7 38 1.4 170 1.4 190 

（平成１５年９月３０日現在）   

    単     体    連     結

総  資  産
株 主 資 本
１株当たり株主資本  415円11銭 425円61銭
有利子負債(PFI除く)

PFIﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾛｰﾝ

有利子負債合計

3,971億円

 （平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） （平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

15,859億円

通期受注見通し(単体）

2,520億円

18,291億円
3,066億円

平成１５年度中間期の業績及び通期の業績見通し（概要）

2,992億円

－ 120億円
2,520億円 4,091億円

 土   木 2,300億円
 建   築 8,700億円
建設事業計 11,000億円

不動産事業等 300億円
 合   計 11,300億円

(加算)
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１ 企業集団の状況  
 
 当グループは、当社及び子会社64社、関連会社19社で構成され、その主な事業内容は、建設事業及び不

動産事業であり、さらに各々に付帯する事業を行っております。 

 当グループの事業に係わる位置付け及び事業別セグメントの概要は次のとおりであります。 

建設事業 

 当社が建設工事の受注、施工を行っているほか、子会社の大林道路㈱（東証･大証第一部上場）が建設

工事の受注、施工を行っております。海外においては、当社及び現地法人が、米国、シンガポール、タ

イ等で建設工事の受注、施工を行っております。 

 また、専門工事業として子会社の㈱内外テクノスが内装工事、資材等の販売を、オーク設備工業㈱が

設備工事を、㈱ショックベトン・ジヤパンがコンクリートカーテンウォールの製造、施工を行っており、

それらの一部は当社が発注しております。 

 子会社の東洋ビルサービス㈱及び㈱オークビルサービスが建物総合管理業を行っており、その一部は

当社及び大林不動産㈱が発注しております。 

不動産事業 

 当社と子会社の大林不動産㈱が不動産の売買、賃貸並びに宅地開発等の開発事業を行っております。 

その他事業 
子会社の㈱オーシー・ファイナンス、大林ファイナンスインターナショナルがグループ会社の資金調

達を含む金融業務を、睦沢グリーン開発㈱、宮城グリーン開発㈱、山陽グリーン㈱がゴルフ場の経営を、

㈱オーク情報システムがＩＴ関連の事業を行っております。 

また、子会社のＰＦＩ神奈川㈱他８社及び関連会社２社がＰＦＩ事業を行っております。当グループ

は、建設担当企業としてＰＦＩ事業に関与するのみならず、事業主体となるこれらの特別目的会社に対

して適切な範囲で投融資を行っており、事業の中核的役割を担っております。 

 

（注） ＰＦＩ事業……公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う 

           事業手法 

 

 事業系統図については、次頁のとおりであります。 



株式会社　大　林　組

ビ 工 工 宅 不 不 住 不 不 情ゴ
ル 事 事 地 動 動 宅 動 動 報ル
管 施 施 分 産 産 販 産 産 ・ フ
理 工 工 譲 賃 販 売 賃 販 Ｐ場

貸 売 貸 売 Ｆ・
Ｉ
関
連

不
ビ 工 宅 工 動  
ル 事 地 事 産  
管 施 造 施 賃  
理 工 成 工 貸  

 借  

Ｐ
連結子会社 関連会社 連結子会社 関連会社 Ｆ

大林道路㈱ 洋林建設㈱ 大林不動産㈱ 阿蘇ハイランド開発㈱ Ｉ
㈱内外テクノス 高徳建設㈱ ㈱カミオギエステート ㈱サンユー建物 関
東洋ビルサービス㈱ ㈱東洋ビルクリーンサービス 大林ハワイ バンコックデベロップメント 連
オーク設備工業㈱ 日本インパイプ㈱ 大林アソシエイツハワイ 施
㈱ショックベトン・ジヤパン 日本スナップロック㈱ ＯＣリアルエステート 設
㈱ナイガイ建材 シームレスライナー㈱ ・
㈱オークビルサービス タイ大林 他２社 工
㈱アトリエ・ジーアンドビー 事
ミノル工業㈱ 他２社 施
相馬環境サービス㈱ 金 工
㈱東洋エコ・リサーチ 融
㈱オーク・エルシーイー ・
タックサービス㈱ 情
㈱特殊構工法計画研究所 報
東洋テクノ建設㈱ 関
東洋パイプリノベート㈱ 連
ジャヤ大林 他
ＥＷハウエル
大林ＵＳホールディングス
台湾大林組
大林フィリピン
大林シンガポール （金融関連）
ＯＣアメリカコンストラクション 連結子会社
大林デメヒコ ㈱オーシー･ファイナンス
大林ＵＳＡ 大林ファイナンスインターナショナル
大林コンストラクション （ゴルフ施設関連）

連結子会社 関連会社
他１２社 山陽グリーン㈱ 柏泉グリーン開発㈱

宮城グリーン開発㈱
睦沢グリーン開発㈱
西六甲グリーン開発㈱

（情報関連）
連結子会社

㈱オーク情報システム
（ＰＦＩ関連）

連結子会社 関連会社
ＰＦＩ神奈川㈱ ＰＦＩ岡山当新田㈱
ＰＦＩ岡山インキュベート㈱ ＰＦＩ六本木ＧＲＩＰＳ㈱
ＰＦＩ区部ユース・プラザ㈱
ＰＦＩ滋賀２１会館㈱
ＰＦＩ駒沢㈱
ＰＦＩ杉並公会堂㈱
ＰＦＩ近江八幡㈱
ＰＦＩ阪大学生交流棟㈱
ＰＦＩ熊大発生医学センター㈱

（その他）
連結子会社 関連会社

オークエンタープライズ㈱ ハイアット･リージェンシー･
(有)横手クリーンセンター オーサカ㈱
オーク･フレンドリーサービス㈱ ㈱グリーンテック

神戸ウイングスタジアム㈱
アイオーティカーボン㈱

得　　　　　　　意　　　　　　　先

建設事業 不動産事業

当　　　　　　　　　社

不動産事業

その他事業

建設事業

他

- 2 -



株式会社 大 林 組 

- 3 - 

 ２ 経 営 方 針        

１．経営の基本方針 

  長期的な視点に立った会社経営を基本に、経営の効率化と収益力の向上によって、企業価値をより高

めていくことを目標としており、その実現を通じて、株主、顧客、取引先、従業員など、すべてのステ

ークホルダーの信頼と期待に応えられる経営を目指しております。 
 

２．利益配分に関する基本方針 

 利益配分につきましては、株主に対し長期にわたり安定した配当を維持することを第一に、財務体質

の一層の強化や将来に備えた技術開発、設備投資等を図るための内部留保の充実を勘案の上、業績に応

じた利益還元を行うことを基本方針としております。 
 

３．中期的な経営戦略及び業績目標等 

（１）中期的な経営戦略 

厳しい経営環境に対処すべく、本年４月に「優良企業構想」を策定し、当社が目指すべき企業像を

「常に高い収益力を維持する企業」、「常に未来を指向し絶えず成長する企業」と位置づけ、その実現

に向けた具体的方策を役職員全員が一丸となって推し進めております。 

今後とも、受注量の確保と収益力の向上を図るため、すべてのプロジェクトにおいてコンカレント

エンジニアリングを実践し、工事現場での品質管理やコストダウン活動を徹底するとともに、リニュ

ーアル、環境関連、都市再生、海外の大型工事など、成長が期待される分野や技術力を活かせる分野

に積極的な営業を展開していく所存です。同時に、新たな収益基盤の拡充を図るため、ＰＦＩ事業や

エンジニアリング事業、当社の開発技術やノウハウを活かした新規事業などを推進するとともに、管

理コストの削減やキャッシュ・フロー重視による財務体質のさらなる強化にも取り組んでまいりたい

と考えております。 

（２）  中期的な業績目標等 

中期的な業績目標としては、平成17年度に連結ベースで営業利益400 億円の達成を目標としており

ます。 
 

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、広く社会から信頼される企業となるためには、経営の透明性、健全性を高めることが重要で

あると考え、コーポレート・ガバナンスに取り組んでおります。 

具体的には、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などの法律上の機能は、十分にその役割を

果たしており、これに加えて随時、経営会議で詳細かつ迅速な意思決定を実現しております。さらにコ

ンプライアンスの面では、「企業倫理委員会」を定期的に開催し、企業活動全般について法律面及び倫理

面からチェックを行うとともに、様々な機会を通じて、当社従業員の行動指針である「企業行動規範」

を社内に周知徹底し、企業倫理の定着に努めています。   

また、経営の透明性を高めることが重要であるとの認識から、株主や投資家の皆様に対する適時、適

切な情報開示に積極的に取り組んでおります。 
 

５．環境問題への取り組み 

すべての事業活動を通じて環境への影響に配慮し、その保全に努めることが社会的責務であると考え

ております。具体的には、建設廃棄物の排出量の削減や再資源化をはじめ、地球温暖化対策と建物のラ

イフサイクルコスト削減の両面に有効な省エネ技術並びに汚染土壌の浄化、屋上緑化など環境関連技術

の開発、実用化にも積極的に取り組んでおります。また、当社では、環境会計の公表を通じて対策コス

トと効果を開示しておりますが、今後も継続的な活動を展開し、環境保全に貢献してまいりたいと考え

ております。 
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３ 経営成績及び財政状態  

 

１．当中間期の概況 

当上半期におけるわが国経済は、公共投資は総じて低調に推移し、個人消費も厳しい雇用情勢を反映

し引き続き低迷しましたが、一方で、企業収益の改善を背景に民間設備投資が徐々に明るさを増したこ

とから、景気は持ち直しの動きを見せました。 

 建設業界におきましては、民間工事は製造業を中心として回復に向けた動きが見られましたが、公共

工事の発注が引き続き減少いたしましたので、受注環境は依然として厳しい状況が続きました。 

 このような状況のもと、当上半期における連結ベースの業績につきましては、売上高は、前年同期比

9.7％増の約5,423億円となりました。事業別の売上高は、建設事業約5,213億円、不動産事業約 179 億

円、その他事業約30億円であり、その構成比は、建設事業96.1％、不動産事業3.3％、その他事業0.6％

となっております。また、利益につきましては、工事利益率の改善などにより、経常利益は約50億円と

なり、税引後の中間純利益は約38億円となりました。 

次に、当社単体の業績につきましては、受注高は、前年同期比 9.5％減の約 4,860 億円となりました。

その構成比は、建設事業 97.0％、不動産事業等 3.0％となっております。建設事業の内訳は、土木工事

22.1％、建築工事77.9％であり、このうち海外工事は3.7％であります。売上高につきましては、前年同

期比 11.0％増の約 4,858 億円であり、その構成比は、建設事業 97.1％、不動産事業等 2.9％となってお

ります。建設事業の内訳は、土木工事 22.7％、建築工事 77.3％であり、このうち海外工事は 7.7％であ

ります。また、利益の面では、工事利益率の改善などにより、経常利益は約54億円となり、税引後の中

間純利益は約29億円となりました。なお、当期の中間配当金につきましては、昨年と同様１株につき３

円とさせていただきました。 

 

２．当中間期のキャッシュ・フローの状況 
連結ベースのキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが約46億円の

マイナスとなりましたが、投資活動によるキャッシュ・フローは保有株式の売却等により約141億円のプ

ラスとなりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは借入金の返済等により約350億円のマイ

ナスとなり、当中間期末における有利子負債の総額は前期末に比べ約317億円減少し、約4,091億円とな

りました。 

 
３．当中間期の主な受注工事 

東 急 不 動 産            (株) 
住 友 商 事            (株)       

三 菱 商 事            (株)  (仮称)ダイヤモンドシティ木曽川ショッピングセンター建設工事 

熊谷駅東地区市街地再開発組合  熊谷駅東地区市街地再開発事業施設建築物建設工事 

新バンコック国際空港公団                バンコック第２国際空港滑走路他建設工事（タイ） 

ア パ 建 設            (株)  (仮称)ＡＰＡタワーズ大阪谷町新築工事 
 

 

 

 

 

(仮称)東京都大田区大森北計画新築工事 
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４．当中間期の主な完成工事 
三 菱 商 事           (株) 
東 京 建 物           (株) 
近 鉄 不 動 産           (株)   品川Ｖタワー建設工事 
日 本 土 地 建 物 販 売           (株) 

トータルハウジング           (株) 

東 京 ガ ス           (株)      東京ガス扇島工場ＴＬ12ＬＮＧ地下式貯槽土木工事 

東 京 建 物           (株) 
野 村 不 動 産           (株)   シエルズガーデン新築工事 

   (株)新 日 鉄 都 市 開 発            

   (有)タカクラ･ファンディング 
        ･コーポレーション  

大 同 特 殊 鋼           (株)    

イ オ ン           (株) 

関 西 電 力           (株)   舞鶴発電所新設工事（１号機）のうち主要建築工事第２工区 

 

５．通期の見通し 

今後のわが国経済は、民間設備投資の持続的な回復が期待されるものの、個人消費の早期の回復は見

込めず、また為替の動向など懸念すべき要因もあることから、先行きには予断を許さないものがありま

す。 

建設業界におきましては、民間工事は企業収益の改善を背景に回復に向かうと考えられますが、公共

工事の発注は引き続き減少することが予想されますので、依然として激しい受注競争が継続するものと

思われます。 

通期（平成16年３月期）の連結業績につきましては、売上高１兆3,500億円、経常利益 370 億円、当

期純利益190億円となる見通しです。 

通期（平成16年３月期）の当社単体の業績につきましては、受注高１兆1,300 億円（うち不動産事業

等300億円）、売上高１兆2,100億円（うち不動産事業等360億円）、経常利益330億円、当期純利益170

億円となる見通しです。 

なお、当社は平成16年３月期から「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用することといたしま

した。この減損会計基準適用に伴う特別損失計上見込額は、上記見通しに含まれております。 

また、当期末の配当金につきましては、１株につき３円とし、中間配当金とあわせて年間配当金は、

１株につき６円とさせていただく予定です。 

イオン熱田ショッピングセンター新築工事 
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４  中間連結財務諸表等 

(単位：百万円)

％ ％ ％

Ⅰ

82,418     108,038 △ 25,619 82,884   

223,668    334,747 △ 111,079 230,415  

293        10,370  △ 10,076 31,317   

492,940    465,180 27,759  601,086  

89,019     86,624  2,394   93,722   

37,597     40,432  △ 2,835 37,588   

－         132,054 △ 132,054 －       

123,817    32,768  91,048  132,146  

△ 932        △ 1,405 472     △ 1,077    

57.3 62.0 △ 159,989 60.9

Ⅱ

1

110,244    111,653 △ 1,409 117,302  

10,885     10,985  △ 99 12,115   

257,007    257,534 △ 526 262,316  

1,806      1,807   △ 0 1,991    

379,943    381,980 △ 2,036 393,725  

2 5,588      5,690   △ 101 5,773    

3

319,086    244,877 74,209  281,843  

32,380     33,152  △ 771 33,985   

15,658     44,242  △ 28,584 32,670   

33,455     35,852  △ 2,397 46,655   

△ 5,940      △ 6,173 232     △ 18,502   

394,639    351,950 42,688  376,651  

780,171    42.7 739,621 38.0 40,550  776,150  39.1

Ⅲ 200        0.0 143     0.0 56      31       0.0

100.0 100.0 △ 119,382 100.01,829,195     1,948,578  1,984,265   

前       期

平成15.3.31現在

前 年 中 間 期

平成14.9.30現在

金   額 金    額 構成比

当 中 間 期
比較増減(△)

平成15.9.30現在

金    額 構成比 金    額

( 資 産 の 部 ）

現 金 預 金

流 動 資 産

受 取 手 形 ・  ○
○ ○完成工事未収入金等

た な 卸 不 動 産

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金 等

未 収 入 金

繰 延 資 産

資 産 合 計

構成比

そ の 他

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

土 地

1,048,822     

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

1,208,812  1,208,083   

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

機械・運搬具・ ○ ○
○ ○ 工具 器具 ・備 品

建 物 ・ 構 築 物

建 設 仮 勘 定

期 別

科 目

 
 

(１) 中間連結貸借対照表 
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(単位：百万円)

％ ％ ％

Ⅰ

376,898   496,529   △ 119,631   407,217   

245,694   281,843   △ 36,148    269,605   

398       356       41        －        

－        10,000    △ 10,000    15,000    

29,969    20,969    9,000     24,200    

552       433       118       4,868     

438,134   426,131   12,003    537,266   

－        100,205   △ 100,205   －        

1,390     1,370     20        1,326     

157,809   82,334    75,474    170,163   

68.4 72.9 △ 169,327   72.0

Ⅱ

45,000    45,000    －        54,969    

76,494    72,027    4,467     96,979    

11,608    10,725    883       －        

22,973    23,043    △ 69        8,871     

70,383    66,297    4,086     72,854    

1,890     2,971     △ 1,080     2,798     

465       2,225     △ 1,759     1,714     

29,978    32,867    △ 2,889     33,894    

258,795   14.1 255,157   13.1 3,637     272,083   13.7

82.5 86.0 △ 165,689   85.7

12,861    0.7 12,886    0.6 △ 25        13,164    0.7

Ⅰ  57,752    3.2 57,752    3.0 －        57,752    2.9

Ⅱ  41,702    2.3 41,694    2.2  7         41,694    2.1

Ⅲ  94,033    5.1 92,225    4.7  1,807     107,625   5.5

Ⅳ  33,232    1.8 33,331    1.7 △ 98 11,719    0.6

Ⅴ  81,359    4.5 37,116    1.9  44,242    51,999    2.6

Ⅵ △ 1,104 △ 0.1 △ 1,314     △ 0.1  210       △ 1,089 △ 0.1

Ⅶ △ 284 △ 0.0 △ 446       △ 0.0  162       △ 331 △ 0.0

 306,691   16.8 260,359   13.4  46,332    269,370   13.6

100.0 100.0 △ 119,382   100.0

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

預 り 金

そ の 他

PFIﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾛｰﾝ

一 年 以 内 返 済 の
PFIﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾛｰﾝ

長 期 借 入 金

完成工 事補 償引当 金

1,948,578    1,984,265    

1,675,331    1,701,730    

(少数株主持分）

1,829,195    

1,509,641    

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

( 資 本 の 部 ）

1,429,647    

固 定 負 債

社 債

1,250,846    1,420,173    流 動 負 債 合 計

構成比

( 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

金   額金    額 構成比 金    額

当 中 間 期 前       期 前 年 中 間 期
平成14.9.30現在

比較増減(△)
平成15.9.30現在 平成15.3.31現在

金    額 構成比

固 定 負 債 合 計

不動産事業等損失引当金

少 数 株 主 持 分

負 債 合 計

そ の 他

資 本 合 計

支払手形・工事未払金等

土 地 再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金 等

コマーシャル・ペーパー

一年以 内償 還の社 債

役員退 職慰 労引当 金

期 別

科 目
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(単位：百万円)

％ ％ ％ ％

Ⅰ 542,323  100.0 494,526  100.0 47,797 9.7 1,341,003  100.0

Ⅱ 498,370 91.9 458,564 92.7 39,805 8.7 1,232,114 91.9

43,953 8.1 35,961 7.3 7,991 22.2 108,889 8.1

Ⅲ 40,567 7.5 39,987 8.1 579 1.4 80,397 6.0

3,385 0.6 △ 4,026 △ 0.8 7,411 －   28,491 2.1

Ⅳ 5,680 1.0 4,491 0.9 1,188 26.5 8,274 0.6

714 926 △ 211 1,775

1,632 1,489 143 2,548

2,407 1,451 955 2,884

925 625 300 1,065

Ⅴ 4,005 0.7 6,128 1.2 △ 2,123 △ 34.6 6,857 0.5

2,219 2,469 △ 249 4,787

782 1,314 △ 531 1,627

－       2,123 △ 2,123 －        

1,002 220 781 442

5,060 0.9 △ 5,662 △ 1.1 10,723 －   29,908 2.2

Ⅵ 2,382 0.4 1,471 0.3 911 62.0 4,670 0.4

1,028 1,323 △ 295 4,033

1,182 145 1,037 336

171 2 169 300

Ⅶ 851 0.1 2,291 0.5 △ 1,440 △ 62.9 22,739 1.7

399 1,941 △ 1,542 12,773

128 －       128 －        

－       －       －    5,402

323 350 △ 26 4,563

6,592 1.2 △ 6,483 △ 1.3 13,076 －   11,839

672 3,051 △ 2,378 1,156

2,461 △ 4,439 6,900 8,486

430 667 0.1 △ 236 △ 35.4 927 0.1

3,889 0.7 △ 4,429 △ 0.9 8,319 －   3,124

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

そ の 他

外 国 為 替 換 算 差 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益

 至平成15. 3.31

当 中 間 期 前 年 中 間 期

比　率金    額

比較増減(△)
 至平成15. 9.30  至平成14. 9.30

比　率 金    額

前           期

 自平成15. 4. 1  自平成14. 4. 1  自平成14. 4. 1

増減率 金    額比　率

営 業 外 費 用

有 価 証 券 売 却 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

そ の 他

0.1

金    額

特 別 損 失

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

不 動 産 評 価 損

0.9

法 人税 、 住民 税及 び 事業 税

税金等調整前中間（当期）純利益
又は税金等調整前中間純損失

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
又 は 中 間 純 損 失

0.2

少 数 株 主 損 失

法 人 税 等 調 整 額

△ △ △

科 目

（加算）

期 別

（加算） （加算）

 

(２) 中間連結損益計算書 
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(３) 中間連結剰余金計算書 
(単位：百万円)

比較増減（△）

(資本剰余金の部）

Ⅰ 41,694 41,694 －         41,694

Ⅱ 7 －         7 －         

自 己 株 式 処 分 差 益 7 －         7 －         

Ⅲ 41,702 41,694 7 41,694

(利益剰余金の部）

Ⅰ 92,225 114,681 △ 22,455 114,681

Ⅱ 3,988 294 3,694 3,124

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 3,889 －         3,889 3,124

土地再 評価 差額金 取崩額 99 294 △ 195 －         

Ⅲ 2,180 7,349 △ 5,169 25,579

株 主 配 当 金 2,157 2,878 △ 721 5,037

役 員 賞 与 金 23 41 △ 18 41

中 間 純 損 失 －         4,429 △ 4,429 －         

土地再 評価 差額金 取崩額 －         －         －         20,500

Ⅳ 94,033 107,625 △ 13,592 92,225利益剰余金中間期末（期末）残高

自平成14. 4. 1
至平成15. 3.31

資 本 剰 余 金 増 加 高

金      額

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

利 益 剰 余 金 増 加 高

当  中  間  期 前 年 中 間 期

金      額金      額 金      額

前         期

自平成15. 4. 1 自平成14. 4. 1
至平成15. 9.30 至平成14. 9.30

期     別

科     目
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(４) 中間連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
又 は 税 金 等 調 整 前 中 間 純 損 失 （ △ ） 6,592 △  6,483 13,076 11,839

減 価 償 却 費 5,463 5,770 △  307 11,867
貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 △  877 △  11,393 10,516 △  23,429
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 2,277 2,326 △  48 △  4,230
有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 評 価 損 399 1,941 △  1,542 12,773
不 動 産 評 価 損 － －       － 5,402
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △  2,347 △  2,415 67 △  4,323
支 払 利 息 2,219 2,469 △  249 4,787
有価証券・投資有価証券売却損・益（△） △  2,541 △  1,430 △  1,111 △  2,871
売 上 債 権 の 増 加 ( △ ) ・ 減 少 額 120,290 137,108 △  16,817 45,882
未 成 工 事 支 出 金 の 増 加 ( △ ) ・ 減 少 額 △  26,208 △  82,960 56,751 52,263
そ の 他 債 権 の 増 加 ( △ ) ・ 減 少 額 44,346 △  12,368 56,715 △  50,182
た な 卸 資 産 の 増 加 ( △ ) ・ 減 少 額 △  2,181 4,826 △  7,008 5,147
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 △  128,267 △  89,251 △  39,016 △  807
未 成 工 事 受 入 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 11,695 69,965 △  58,269 △  40,458
そ の 他 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △  19,925 △  17,659 △  2,265 △  6,503
そ の 他 △  15,350 △  4,852 △  10,498 4,564

小                       計 △  4,415 △  4,406 △  9 21,721
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 2,575 2,481 93 4,378
利 息 の 支 払 額 △  2,213 △  2,066 △  147 △  4,988
法 人 税 等 の 支 払 額 △  565 △  1,500 934 △  4,039

営業活動によるキャッシュ・フロー △  4,619 △  5,491 871 17,072
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △  4,363 △  2,472 △  1,891 △  5,450
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 1,832 876 955 5,429
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △  3,582 △  3,616 33 △  8,606
有価証券及び投資有価証券の売却等による収入 18,766 10,903 7,862 36,657
貸 付 け に よ る 支 出 △  310 △  251 △  59 △  3,128
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 2,289 1,761 528 6,951
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △  494 －       △  494 －       
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 －       66 △  66 66
そ の 他 14 180 △  166 230

投資活動によるキャッシュ・フロー 14,152 7,449 6,703 32,151
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △  12,066 △  3,802 △  8,264 △  5,672
コマーシャル・ペーパーの純増加・純減少（△）額 △  10,000 15,000 △  25,000 10,000
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 18,000 9,770 8,230 29,571
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △  39,172 △  17,092 △  22,080 △  47,180
PFIﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾛｰﾝの借入れによる収入 1,102 －       1,102 9,761
PFIﾌ ﾟﾛｼ ﾞｪ ｸﾄ ﾌｧｲ ﾅﾝ ｽ・ﾛ ｰﾝの返済による支出 △  177 －       △  177 －       
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 20,000 10,000 10,000 10,000
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △  11,000 △  18,000 7,000 △  31,200
配 当 金 の 支 払 額 △  2,157 △  2,878 721 △  5,037
そ の 他 452 △  39 492 △  160

財務活動によるキャッシュ・フロー △  35,018 △  7,043 △  27,975 △  29,917
Ⅳ △  125 408 △  533 305
Ⅴ △  25,610 △  4,676 △  20,934 19,611
Ⅵ 107,423 86,884 20,539 86,884

Ⅶ －       △  9 9 927

Ⅷ 81,812 82,198 △  385 107,423

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び現 金 同 等 物 の 増 加 ・減 少 ( △ ) 額

自 平成15.4. 1
至 平成15.9.30

金   額

比較増減(△)
前         期
自 平成14.4. 1
至 平成15.3.31

金    額

当  中  間  期 前 年 中 間 期

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
連 結 範 囲 の 変 更 に 伴 う 現 金 及 び
現 金 同 等 物 の 期 首 増 加 ・減 少 （△ ）額

自 平成14.4. 1
至 平成14.9.30

金    額金    額科 目

期 別
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社（64 社）を連結している。 

主要な子会社名は次のとおりである。 

大林道路㈱、㈱内外テクノス、大林不動産㈱、㈱オーシー・ファイナンス、オーク設備工業㈱ 

なお、ＰＦＩ近江八幡㈱他２社については新規設立のため、オーク設備工業㈱他１社については株

式取得のため、当中間期から連結の範囲に含めている。 

また、テクノフォレスト建設㈱は解散したため、連結の範囲から除外した。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

すべての関連会社（19 社）について持分法を適用している。 

主要な関連会社名は次のとおりである。 

洋林建設㈱ 

なお、ＰＦＩ六本木ＧＲＩＰＳ㈱は新規設立のため、㈱東洋ビルクリーンサービスは株式取得のた 

       め、当中間期から持分法を適用している。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 すべての在外連結子会社（27 社）の中間決算日は６月 30 日である。中間連結財務諸表の作成にあ
たっては、同中間決算日現在の中間財務諸表を使用している。ただし、７月１日から中間連結決算日
９月 30 日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っている。上記以外の
連結子会社の中間決算日は中間連結財務諸表提出会社と同一である。 

 
４．会計処理基準に関する事項 

       (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

ア．有価証券 

満期保有目的の債券･･･････････････････償却原価法（定額法） 
その他有価証券 

時価のあるもの ････････････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定している｡） 

時価のないもの ････････････････････移動平均法による原価法 
 

イ．デリバティブ････････････････････････時価法 
 
ウ．たな卸資産 

未成工事支出金等 
未成工事支出金 ････････････････････個別法による原価法 
材料貯蔵品 ････････････････････････先入先出法による原価法   

たな卸不動産 ････････････････････････個別法による原価法 
 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ア．有形固定資産             当社及び国内連結子会社は主として定率法（ただし、平成 10 年
４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く｡）は定額法）
を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用している。 
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に

規定する方法と同一の基準によっている。 
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イ．無形固定資産             定額法を採用している。  
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用している。 
      

(3)重要な引当金の計上基準  
ア．貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
また、在外連結子会社については、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついてその回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
イ．完成工事補償引当金  完成工事に係る瑕疵担保に要する費用に充てるため、当中間期

末に至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補償額を計上し
ている。  

ウ．退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生してい
ると認められる額を計上している。 
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年又は 10 年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生した期又はその翌期から償却している。 

エ．役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末要支給
額を計上している。 

オ．不動産事業等損失引当金   不動産の流動化及び不動産関連事業の整理再編を実施すること
に伴い発生する損失に備えるため、当該損失見込額を計上してい
る。 

 
       (4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理している。 
また、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めている。 
なお、在外子会社等の収益及び費用は中間決算日の直物為替相場により円貨に換算している。 
 

       (5)重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法 
ア．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等に
ついては、振当処理を行っている。 
また、金利スワップについては、特例処理を採用している。 

イ．ヘッジ手段とヘッジ対象 
外貨建借入金及び外貨建予定取引に対するヘッジ手段として為替予約取引を行っている。 
借入金、社債及び債券等に対するヘッジ手段として金利スワップ取引又は金利通貨スワッ

プ取引を行っている。 
ウ．ヘッジ方針 

デリバティブ取引は社内管理規定に従い、特定の資産及び負債の有する為替変動又は金利
変動のリスクを、保有期間を通して効果的にヘッジする目的で利用している。 

エ．ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺する取引を行っているため、有効
性の判定を省略している。 
なお、金利スワップについては、特例処理適用の判定をもって有効性の判定に代えている。  
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       (7)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
ア．完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、長期大型工事（工期２年以上かつ請負金50 億円以上（一部の子会社
を除く。））については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用してい
る。ただし、在外連結子会社は、主として工事進行基準を適用している。 

イ．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 

 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取
得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 
 
 

表示方法の変更 
 
（中間連結損益計算書関係） 
 

前年中間期において区分掲記していた営業外費用の「貸倒引当金繰入額」は、営業外費用の総額の
100 分の 10 以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示することとした。 

なお、「その他」に含まれる当該金額は50 百万円である。 
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注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係）

(百万円) (百万円) (百万円)

１．有形固定資産の減価償却累計額 172,352 170,083 169,103

２．担保資産及び担保付債務   

担保に供している資産   －      －      50

3,513 15,437 15,435

－      384 408

6,412 11,572 11,570

293 293 293

（不動産変換ローンに基づく財産権）

24,839 24,839 25,132

（不動産変換ローンに基づく財産権）

上記に対応する債務 549 9,240 1,169

7,275 7,565 16,225

上記に対応する関連会社の借入金 114 137 160

３．偶発債務       1,071 1,111 1,465

取 引 先 －      －      60

４．「一年以内返済のＰＦＩプロジェクトファイナンス・ローン」及び「ＰＦＩプロジェクトファイナ

    ンス・ローン」は、連結子会社でＰＦＩ事業のために設立した特別目的会社が、当該ＰＦＩ事業を

    担保とするノンリコースローンとして金融機関等から調達した借入金である。

５．「受取手形・完成工事未収入金等」、「たな卸不動産」及び「建設仮勘定」には、連結子会社で

    ＰＦＩ事業のために設立した特別目的会社の売掛債権等の資産12,125百万円が含まれている。

    受取手形・完成工事未収入金等     10,981百万円

    たな卸不動産                      1,007百万円

    建設仮勘定                          137百万円

（中間連結損益計算書関係）

(百万円) (百万円) (百万円)

１．工事進行基準による完成工事高 90,534 89,675 158,243

２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

16,756 16,161 32,929

1,770 1,538 3,156

4,440 4,456 8,687

前 期

従業員 給料手 当

退 職 給 付 費 用

当 中 間 期 前年中間期

長 期 貸 付 金

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

保 証 債 務

前 期 前年中間期

機械・ 運搬具 ・
工具器 具・備 品

土 地

当 中 間 期

現 金 預 金

建 物 ・ 構 築 物

短 期 貸 付 金

保 証 予 約 等

調 査 研 究 費
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

(百万円) (百万円) (百万円)

  現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に掲記されている

科目の金額との関係

82,418 82,884 108,038

預入期間が３か月を超える定期預金 △   606 △   685 △   615

81,812 82,198 107,423

当 中 間 期 前年中間期 前 期

現 金 及 び 現 金 同 等 物

現 金 預 金 勘 定
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(1) 事業の種類別セグメント情報 
(単位：百万円)

当 中 間 期     [自平成 15. 4. 1  至平成 15. 9.30]
建 設 事 業 不動産事業 その他事業 計 連　　結

売上高及び営業損益
売　　上　　高
(1)外部顧客に対する売上高 521,328 17,967 3,027 542,323 － 542,323

(2)セグメント間の内部売上高
又 は 振 替 高

2,255 398 3,545 6,200 ( 6,200 ) －

計 523,584 18,366 6,573 548,523 ( 6,200 ) 542,323
営　業　費　用 522,197 16,858 6,185 545,242 ( 6,304 ) 538,937
営　業　利  益 1,386 1,508 387 3,281 103 3,385

前〇年〇中〇間〇期    [自平成 14. 4. 1  至平成 14. 9.30]
建 設 事 業 不動産事業 その他事業 計 連　　結

売上高及び営業損益
売　　上　　高
(1)外部顧客に対する売上高 472,910 18,820 2,794 494,526 － 494,526

(2)
セグメント間の内部売上高
又 は 振 替 高 1,869 1,023 2,594 5,486 ( 5,486 ) －

計 474,779 19,844 5,388 500,012 ( 5,486 ) 494,526
　　　営　業　費　用 480,910 18,168 5,108 504,186 ( 5,634 ) 498,552

営業利益又は営業損失 △ 6,130 1,676 280 △ 4,174 147 △ 4,026

前        期    [自平成 14. 4. 1  至平成 15. 3.31]
建 設 事 業 不動産事業 その他事業 計 連　　結

売上高及び営業損益
売　　上　　高
(1)外部顧客に対する売上高 1,284,031 40,821 16,150 1,341,003 － 1,341,003

(2)セグメント間の内部売上高
又 は 振 替 高 21,003 796 5,863 27,663 ( 27,663 ) －

計 1,305,034 41,618 22,013 1,368,666 ( 27,663 ) 1,341,003
　　　営　業　費　用 1,280,586 38,330 21,503 1,340,419 ( 27,907 ) 1,312,511
　　　営　業　利　益 24,447 3,288 510 28,246 244 28,491

（注）1. 事業区分の方法
      事業の種類、性質の類似性等の観点から事業区分を行っている。

      2．各事業区分に属する主要な内容
　　　　　建設事業    ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業
　　　　　不動産事業  ：不動産の売買、仲介及び賃貸に関する事業
　　　　　その他事業  ：金融業、ゴルフ場事業、ＰＦＩ事業他

  

消去又は全社

消去又は全社

消去又は全社

 

① セグメント情報 
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(2) 所在地別セグメント情報   

当 中 間 期   ［自平成 15.14.11  至平成 15.19.30］ 

    全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略している。 

 

前年中間期   ［自平成 14.14.11  至平成 14.19.30］ 

    全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略している。 

 

前 期   ［自平成 14.14.11  至平成 15.13.31］ 

    全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略している。 

 

(3) 海  外  売  上  高   

  当 中 間 期    ［自平成 15.14.11  至平成 15.19.30］ 

 海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 

 

前年中間期    ［自平成 14.14.11  至平成 14.19.30］ 

                 （単位:百万円）  

  アジア  北  米  その他の地域  合計 
Ⅰ 海外売上高  83,973  16,146  1,806  101,926 
Ⅱ 連結売上高        494,526 
Ⅲ 連結売上高に占める

海外売上高の割合 
  

17.0％ 
  

3.2％ 
  

0.4％ 
  

20.6％ 

 

前 期    ［自平成 14.14.11  至平成 15.13.31］ 

                  （単位:百万円）  

  アジア  北  米  その他の地域  合計 
Ⅰ 海外売上高  109,789  39,371  5,563  154,725 

Ⅱ 連結売上高        1,341,003 

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合 

  
8.2％ 

  
2.9％ 

  
0.4％ 

  
11.5％ 

 

（注） 1.国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

      2.各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりである。 

アジア ：シンガポール、タイ、台湾 

北  米 ：米国 

その他の地域 ：イギリス、オランダ、オーストラリア 

        3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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②リース取引

(百万円) (百万円) (百万円)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) 7,001 7,903 8,653

4,586 5,034 4,903

2,415 2,868 3,750

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額               

1,350 1,648 1,824

1,068 1,230 1,933

2,418 2,878 3,757

(3) 928 2,081 1,160

917 2,065 1,156

1 7 2

(4) 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に              

よっている。

(5) 一部の子会社での利息相当額の算定方法は、リース料総額と取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、利息法により各期へ配分している。

  (注） 一部の子会社を除き取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

      は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産等の中間期末（期末）残高等

      に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。

２．オペレーティング・リース取引

198 170 170

931 880 940

1,129 1,050 1,111

当 中 間 期 前 期 前年中間期

取 得 価 額 相 当 額

合   計

１ 年 内

１ 年 超

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

未 経 過 リ ー ス 料

支 払 利 息 相 当 額

合   計

１ 年 内

１ 年 超

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高 相 当 額
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③ 有価証券

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差額
連    結
貸借対照
表計上額

時価 差額
中間連結
貸借対照
表計上額

時価 差額

(1)国債・地方債等 19 19 0 19 19 0 29 30 0

(2)その他 272 276 3 368 378 9 488 507 18

      計 292 296 3 388 398 9 518 537 18

２. その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差額 取得原価
連    結
貸借対照
表計上額

差額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差額

(1)株  式 144,937 281,788 136,850 145,798 208,113 62,315 156,709 246,254 89,545

(2)債  券 － － － 10 10 0 10 10 0

(3)その他 10 60 50 10 33 22 10 30 20

      計 144,948 281,849 136,900 145,818 208,156 62,337 156,729 246,295 89,565

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額

（単位：百万円）

(1)満期保有目的の債券

   非上場外国債券 8,001 18,001 41,101

(2)その他有価証券

   非上場株式 14,262 14,330 10,929

（店頭売買株式を除く）

   非上場優先出資証券 7,500 7,500 7,500

前 年 中 間 期

平成14. 9.30現在

当  中  間  期 前         期 前 年 中 間 期

当  中  間  期

平成15. 9.30現在

前         期

平成15. 3.31現在

平成15. 9.30現在 平成15. 3.31現在 平成14. 9.30現在

当  中  間  期 前         期 前 年 中 間 期

平成15. 9.30現在 平成15. 3.31現在 平成14. 9.30現在

中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額

 

④ デリバティブ取引

当 中 間 期     [平成 15. 9.30現在]

  デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略している。

前                          期    [平成 15. 3.31現在]

  デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略している。

前〇年〇中〇間〇期    [平成 14. 9.30現在]

  デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略している。
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